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特別な教育的ニーズをもつ児童生徒が在籍する通常学級への支援

鈴 木 智 帆*･内 海 淳

SupporttoRegularClasswhere正m『oms

ChildrenwithSpecialEducationa且Needs

ChihosuzukiandユunUtsumi

Thepurposeofthisstudywastotheactualconditionofchildrenwithspecialeducationalneeds

whoattendedregularclassinAkitaPrefectureandthepresentsituationofthesupport,andtoconsider

theproblemfromtheviewpointofthespecialsupporteducation.
TheresutswereasFollows.

1)Thereweremanychildrenwithspecialeducationalneedbydisabilityintheelementaryschool,

butonthecontra-rythejuniorhighschoolhadthetendencywherethereweremanychildrenwithspe-

cialeducationalneedsbyfac-torexceptdisability.

2)The甲rOllmentpercentageofchildrenwithspecialeducationalneedsbydisabilitytenttode-

creaseaccordingtothegradeprogressandoppositely,childrenwithspecialeducationalneedsexcept

disabilitytenttoincrease.

3)"Staffmeeting"and"supportsexceptthehomeroomteacher"wereappliedassystematicsup-

portinmanyelementaryschoolandthejuniorhighschool.Also,generally,thesupportintheclass

tendtobepersonalsupportbytheclassteacher.

4)Therewasmuchindirectsupportsuchastheadvicetotheclassteacherbyspecialclassand
reSOurSeroom.

5)Cooperationwithspecialschoolforchildrenwithdisabilitieswasextremelylimited.Thereis

muchconsultationinthesupportoutoftheschool,too,anditbecamelimitedone.

6)Themajorityofthepersonconcernedwerefavoroftheinternationaltrend.Generally,"teem

teachingandthepluralnumberhomeroomteachersystem","thearrangementoftheteacherwhohas

aspecialtytothespecialclass","thelittlenumberofpeoplesysteminregularclass"Werenecessaryfor

manyschoolastheconditionserviceoftheclass.

Theproblemaboutthesupporttoregularclasswasthefollowingthree,serviceaconditionofregu-

larclass,systematicsupportintheschool,andthesupportbytherelatedorganizationoutoftheschool.

Keywords:childrenwithspecialeducationalneeds,specialsupporteducation,supportto

regularclass

1.問題の所在

一特殊教育から特別支援教育へ-

1)国際的動向

この50年余りの障害児教育の国際的動向は,教育の機

会均等化から教育の統合化へ,そして特別なニーズ教育

へと歴史的に展開してきた｡国連 (1993)は ｢障害者の

機会均等化に関する基準規則｣の採択にあたり,｢統合

*秋田県立養護学校天王みどり学園

された環境での教育｣(インテグレーション)を原則と

した1)｡また,万人の教育を追求するユネスコ (1994)

は,特別なニーズ教育に関する ｢サラマンカ,宣言｣を採

択し,｢インクルーシブ教育｣を原則とした｡なお,国

連子どもの権利委員会 (1998)は,日本政府に対してイ

ンクルージョンの推進を勧告している｡

2)SEN児由査と諸改革案

国際的動向を意識した障害児教育関係者の問題意識は,

1990年代後半から通常学級に在籍する特別な教育的ニー
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ズを持っ児童生徒 (以下SEN児と省略する)の調査と

障害児教育の改革案づくりに焦点化された｡通常学級に

在籍するSEN児の調査は,1998年から2001年を中心に

15調査が実施されている｡これらの調査は,地域 ･対象 ･

方法が多様であるために一概に比較できないが,通常苧

級に在籍するSEN児の把握に努めている｡ 本稿の調査

もこのような問題意識のもとにあり,義務教育段階の経

年的傾向も把握 している｡

また,この時期の障害児教育改革案は主な改革案だけ

でも7件報告された2)｡諸改革案は特別なニーズ教育を

構築する方向で,①学籍一元化 (障害児は通常学級に籍

をおく),②通常学級の少人数化 ③通級指導教室の機

能拡充,④障害児学級のミニセンター化 ⑤盲 ･聾 ･養

護学校のセンター化などを提案している｡

3)文部科学省の検討経過

文部科学省の障害児教育改革の第一段階は,｢21世紀

の特殊教育の在り方について｣報告 (2001年1月)であ

る3)｡この報告は,①乳幼児期から卒業後までの一貫 し

た相談支援体制の整備,②障害の程度に関する基準及び

就学手続きの見直し4),③学習障害,注意欠陥/多動性

障薯児,高機能自閉症等への教育的対応,④地域の特殊

教育センターとしての特殊教育諸学校の機能の充実等を

提案している｡ この報告の特徴は,通常学級に多く在籍

しながらも障害児教育の対象外とされてきた軽度発達障

害児の教育的対応を課題化したことである｡そのために,

｢通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする

児童生徒に関する全国調査｣(20002年2月)を実施 し,

知的発達に遅れはないものの学習面や行動面で著しい困

難を示す児童生徒が通常学級に6.3%いるとの結果を明

らかにした5)0

次に,｢今後の特別支援教育の在り方について｣報告5)

(2003年3月)により,本格的な改革の方向が提示され

た｡この報告は,｢障害｣の程度等に応 じ特別な場での

指導を行う ｢特殊教育｣から障害のある児童生徒一人一

人の ｢教育的ニーズ｣に応じて適切な教育的支援を行う

｢特別支援教育｣へ転換することを提案 している｡ その

基本的考え方として,①関係機関と連携して多様なニー

ズに適切に対応する仕組みである ｢個別の教育支援計画｣

をすべての障害児に策定する,②各学校で教育的支援を

行う人 ･機関を連絡調整するキーパースンである ｢特別

支援教育コーディネイクー｣をすべての学校に置くこと,

③地域の連携協力体制を支援し,質の高い支援を支える

ネットワークである ｢広域特別支援連携協議会等｣の設

置が提案されている｡ また,特別支援教育を推進する学

校の在り方として,①盲 ･聾 ･養護学校は,障害種別に

とらわれない地域の特別支援教育センター的役割を担う

｢特別支援学校 (仮称)｣へ改める｡②小学校 ･中学校は

学校としての全体的 ･総合的な対応をするために,すべ

ての障害児に ｢個別の教育支援計画｣を策定し,すべて

の学校に ｢特別支援教育コーディネイクー｣を置く｡ そ

して,特殊学級と通級による指導の制度を通常学級に在

籍しながら必要な時間のみ ｢特別支援教室 (仮称)｣で

特別な指導を受ける制度に改めることを提案している｡

このような特別支援教育の教育支援システムは,図 1の

ように表示することができる｡特別支援教育は,軽度発

達障害児の教育的支援を課題化したことにより教育的支

援のスタンスを通常学校に拡大 ･移行し,既存の盲 ･聾 ･

養護学校 (特別支援学校)を地域のセンターとして再構

築しようとするものといえよう6)｡

文部科学省は,2003年度から特別支援教育推進体制モ

デル事業を全国的に展開し,特別支援教育コーディネイ

クー養成等に着手している｡また,本格実施のための学

特別支援学校 ･障害種にとらわれない学校･地域のセンター自明話rJ

図 1 特別支援教育の教育支援システム
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校教育法改正も予定されている｡このような改革動向の

なかで,通常学級の抱えるニーズや課題を明らかにし,

通常学級 ｡通常学校をどう支援していくかが問われてい

る｡

2.目的と方法

1)目的

本稿は,小 ｡中学校の全県調査によりSEN児の在籍

状況,通常学級支援の現状と特徴及び,教師の意識を明

らかにし,通常学級支援の課題を時代の要請である特別

支援教育の視点から検討する｡

2)方法

秋田県内の全小学校317校 (内分校4校),全中学校

134校の教務主任宛にアンケート用紙を発送し,教務主

任に記入してもらうように依頼した｡このアンケートは,

①SEN児の実態,②校内の支援体制,③学級内の支援,

④障害児学級及び通級指導教室による支援⑤盲 ｡聾 ･養

護学校及びその他の学校外の機関による支援,⑤通常学

級支援に関する意識が内容となっている｡ 調査期間は,

2001年9月末から10月末である｡

3.結果

1)アンケー トの回収率

小学校は,回収数181校,回収率57.1%であった｡中

学校は,回収数77校,回収率57.5%であった｡

2)通常学級におけるSEN児の在籍状況

(1)小 ･中学校別の在籍状況

通常学級に障害によるSEN児 (心身障害,LD,

ADHD等)が在籍しているかどうか問うたところ,｢在

籍している｣と回答したのは,小学校105校 (33.1%),

中学校38校 (32.5%)であった｡また,｢障害以外の

SEN児 (不登校,学習不振等)が在籍している｣と回

答 したのは, 小学校103校 (28.4%), 中学校58校

(43.4%)であった｡

通常学級に在籍するSEN児の在籍率は表1のように

表 1 通常学級におけるSEN児の在籍状況

なる｡ 小学校では100人に1人強,中学校では100人に2

人弱のSEN児が在籍していることになる｡ 小 ｡中学校

合わせると,SEN児が全児童生徒の1.5%強を占めるこ

とになる｡また,小学校においては,｢入学時に教育委

員会から心身障害があることを通知されている｣などの

明白な心身障害によるSEN児が多く,中学校は不登校

や学習の遅れといった障害以外によるSEN児が多い傾

向にある｡

また,｢知的発達の遅れはないのに,聞く,読む,請

す,計算するなどといった特定の能力が,年齢からみて

2学年以上の遅れが見られる子ども｣を条件として学習

障害と思われる子どもの抽出を行ったところ,中学校に

おける在籍率の方が,小学校の在籍率の2倍以上多く,

0.583%となった｡それに対して,｢不注意 (注意散満,

集中できない,),多動性 (落ち着きがない,じっと座っ

ていられない),衝動性 (むこうみずな行動,順番が待

てない)のある行動が続き,同年齢の児童 ｡生徒と比べ

てもそのような行動が多くの場面で毎日のように見られ,

6ケ月以上続いている子ども｣という条件として注意欠

陥多動性障害と思われる子どもの抽出を行ったところ,

小学校における在籍率の方が若干多 く,0.190%となっ

ていた｡

(2)学年別の在籍状況

SEN児の在籍率を学年別に示すと図2のようになる｡

明白な心身障害によるSEN児の在籍率は学年が上がる

にしたがって減少する傾向にある｡ それとは対照的に,

障害以外のSEN児の在籍率は学年進行とともに増加す

る傾向にあり,小学校4学年頃から本格化している｡

学習障害 (以下LDとする)と思われる子どもの在籍

率は,学年進行とともに増加する傾向が見られた｡同様

に,注意欠陥多動性障害 (以下ADHD).と思われる子

どもの在籍率は,学年進行とともに,減少する傾向は見

られる｡ しかし,減少し続けるのではなく,小学校 1学

年時と中学校 1学年時,つまり入学段階に,一旦,増加

する傾向が見られた｡

〔人 (%)〕

sENの内容 小学校 (在籍率) 中学校 (在籍率) 計

心身障害 100(0.30)

LDと思われる子ども 84(0.25)

ADHDと思われる子ども 63(0.19)

不登校･学習の遅れ等 210(0.63)

17(0.09) 117(0.22)

113(0.58) 197(0.37)

24(0.12) 87(0.17)

182(0.94) 392(0.75)

計 457/33244(1.37) 356/19392(1.84) 813/52636(1.55)
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小1 小2 小 3 小4 小5 小6 中1 中2 中3

図2 小 ･中学校に在籍するSEN児の学年別在籍率

3)通常学級支援の現状

(1)校内の支援体制

障害によるSEN児または,障害以外のSEN児が在

籍すると回答した学校について,SEN児のための校内

の支援体制の状況を示したのが表2である｡

全体的に見て,共通 して多く行われている支援は,

｢職員会議での検討｣や ｢学級 (教科)担任以外の対応｣

であり,50%を超えている｡｢職員会議における検討｣,

｢校内就学委員会｣,｢他の委員会の設置｣,｢全校体制で

の研修｣は,学校の組織的な対応と考えられるが,その

中で ｢職員会議｣は ｢校内就学指導委員会｣や ｢他の委

員会｣よりも重視される傾向がある｡

支援の実施率を障害の有無によって比較してみると,

全体的に障害以外のSEN児への実施率の方が高くなっ

ている｡特に ｢他の委員会の設置｣や ｢全校体制での研

修｣は差が大きく開いている｡｢スクールカウンセラー｣

の実施率が50%を超えないものの,中学校において高く

なっている｡ 特に,不登校 ･学習の遅れ等を背景に,中

学校の障害以外のSEN児への実施率が他と比較 して高

い ｡

(2)学級内の支援

表3は,表2と同様にSEN児が在籍 していると回答

した学校について,学級内の支援の状況を示したもので

ある｡ 小学校において,障害によるSEN児への支援は

｢指導上の配慮｣,｢保護者への教育相談｣,｢TTによる

指導｣,｢他の児童生徒の理解促進｣が多い｡障害以外の

SEN児-の支援は ｢指導上の配慮｣,｢授業時間内の個

別指導｣,｢保護者への教育相談｣,｢他の児童生徒の理解

促進｣が50%を超える｡

中学校では障害によるSEN児への支援は ｢指導上の

配慮｣,｢他の児童生徒の理解促進｣,障害以外のSEN

児への支援は ｢保護者への教育相談｣,｢他の児童生徒の

理解促進｣が多くなっていた｡全体的に,中学校の学級

内の支援の実施率は,小学校に比較すると低くなってい

る｡ また,｢授業時間内の個別指導｣は障害以外のSEN

児を除いて50%を下回っていた｡

(3)障害児学級及び通級指導教室による支援

表4はSEN児が在籍していると回答した学校のうち,

障害児学級が設置されている学校について,障害児学級

による支援の状況を示したものである｡ 全体的に,支援

の実施率は低いが,障害児学級がSEN児の障害の有無

に関わらず,通常学級支援に何らかの形で関わっている｡

また,障害によるSEN児への支援と障害以外のSEN

児への支援の実施率を比較すると,障害以外のSEN児

への支援の実施率が低くなってい草｡

支援の内容は,｢学級 (教科)担任への助言指導｣や

｢保護者への教育相簸｣といった間接的な支援が多い｡

それに対して,｢TTによる指導｣,｢授業時間外の個別

指導｣,｢生活指導 ･カウンセリング｣ といったSEN児

への直接的な支援は限られている｡ しかし,小学校,中

学校ともに,障害によるSEN児への支援のうち ｢TT

による指導｣や ｢授業時間外の個別指導｣,｢特定の時間

における指導｣が他と比較すると実施率が高くなってい

る｡

同じく表4には,SEN児が在籍 していると回答 した

学校のうち,通級指導教室が設置されている学校につい

て,通級指導教室による支援の状況を示している｡ 本県

には,通級指導教室が14教室設置されている｡ 中学校の

設置はない｡通級指導教室も,障害児学級と同様に,過

常学級支援に何らかの形で関わっていることが明らかと

なった｡特に,｢学級担任へ･の助言指導｣が多 く,障害

によるSEN児への支援では50.0%の実施率である｡ そ

れに比較すると,｢TTによる指導｣や ｢授業時間外の

個別指導｣といった直接的な支援は,実施率が低くなる｡
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また,障害児学級と同様に,障害によるSEN児への支

援の実施率の方が高 くなっている｡

(4)盲 ･聾 ｡養護学校による支援

障害によるSEN児が在籍していると回答 した学校に

っいて,盲､｡聾 ･養護学校との連携があるかどうか問う

たところ,連携があると回答 したのは小学校 8校 (7.6

%),中学校 5校 (13.2%)であった｡小学校,中学校

ともに盲 ｡聾 ｡養護学校との連携が弱いといえる｡表 5

は,これらの学校について,盲 ｡聾 ｡養護学校による支

援の状況を示 したものである｡ 小学校においては,｢指

導等にっいての助言指導｣,｢研修会｣が過半数を超える

実施率である｡ しかし,中学校において,実施率が50%

を超える支援はない｡ しかし,中でも ｢進路相談｣は小

学校と比較すると実施率が高 くなっていた｡

(5)学校外の機関による支援

表6-1は,障害によるSEN児が在籍 していると回答

表 2 校内の支援体制 (回答母数はSEN児在籍有)

した学校について,学校外の機関による支援の状況を示

したものである｡全体的に支援の実施率は低 くなってお

り,特に,中学校の実施率が低い｡

それぞれの機関では,｢相談｣が多 く行われている｡

他の支援の実施率は,1割前後である｡ しかし,支援が

特定の機関に集中しているという目立った傾向は見られ

ない｡本県の特徴的な取り組みである,県内10ヶ所の公

立小学校に設置された特殊教育地域センターの支援の実

施率もそれほど高 くなく,その機能が十分に活かされて

いないこと,また,機能 o役割について小 ｡中学校の理

解がなされていないことがうかがわれた｡

表6-2は,障害以外のSEN児が在籍 していると回答

した学校について,学校外の機関による支援の状況を示

したものである｡表6-1と同様に,支援の実施率は全体

的に低い｡ しかし,中学校の方の実施率が高い｡この結

果には,中学校において障害以外の SEN児が多 く在籍

〔校 (%)〕

支援内容 障害以外

n=103

害

38

障

帖

障害以外

n=58

職員会議における検討

校内就学指導委員会

他の委員会の設置

全校体制での研修

学 (教科)担以外の対応

養護教諭による対応

保護者による支援

教員加配

スクールカウンセラー

その他

59(57.1) 77(74.8) 26(68.1)

46(41.9) 17(44.8)

33(28.0) 43(41.8) 16(42.1)

48(44.7) 64(62.1) 21(55.3)

71(67.6) 70(68.0) 22(57.9)

51(48.6) 55(53.4) 20(52.6)

24(23.3) 6(15.8)

9(8.6) 9(8.8) 4(10.6)

6(5.7) 6(5.8) 4(10.6)

2(1.9) 1 (1.0) 2(5.3)

43(74.1)

28(48.3)

35(60.3)

37(63.8)

36(62.1)

ll(19.0)

20(34.5)

3(5.2)

表3 学級内の支援 (回答母数はSEN児在籍有)

支援内容

〔校 (%)〕

障害以外 障害

n=103 m=38

障害以外

n=58

指導上の配慮

教材上の配慮

授業時間内の個別指導

生活指導 ･カウンセリげ

他の児童生徒の理解促進

保護者への教育相談

TTによる指導

その他

80(75.3)

47(44.7)

48(45.7)

38(36.2)

60(57.2)

68(64.7)

68(64.7)

o(0.0)

77(64.8) 25(64.8)

45(43.7) 18(47.4)

62(60.2) 14(36.9)

44(42.7) 17(44.7)

60(58.2) 21(55.3)

67(65.0) 17(44.8)

39(37.8) 15(39.5)

o(0.0 ) 1(2.6)

28(48.3)

18(31.0)

27(46.6)

25(43.1)

31(53.4)

32(55.2)

14(24.2)

o(0.0)
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表4 障害児学級 ･通級指導教室による支援 (回答母数はSEN児在籍有,設置有) 〔校(%)〕

支援内容 障害児学級

障害 障害以外
n=65 n=64

通級指導教室 障害児学級

障害 障害以外 障害 障害以外
n=6 n=6 n=23 n=31

学 (教科)担への助言指導

TTによる指導

授業時間外の個別指導

特定の時間における指導

教材教具の貸し出し

生活指導 ･カウンセリげ

他の児童生徒の理解促進

保護者への教育相談

その他

22(33.9) 14(21.9) 3(50.0)

16(24.6) 6(9.4) 0(.0.0)

14(21.5) 6(9.4) 1(16.7)

15(23.0) 6(9.4)

15(23.0) 5(7.8) 1(16.7)

ll(16.9) 8(12.5) 2(33.4)

19(29.2) 6(9.4) 2(33.4)

15(23.1) 6(9.4)

o(0.0) 1(1.6) 0(0.0)

2(33.3) 14(60.9) 5(16.1)

o(0.0) 5(21.7) 2(6.4)

1(16.7) 6(26.0) 2(6.4)

7(30.4) 6(19.3)

1(16.7) 5(21.7) 0(0.0)

o(0.0) 7(30.4) 2(6.5)

o(0.0) 8(34.7) 3(9.7)

11(47.8) 1(3.2)

o(0.0) o(0.0) o (0.0)

蓑5 盲 ･聾 ･養護学校による支援
(回答母数は障害によるSEN児在籍有,盲･聾･養護学校との連携有) 〔校 (%)〕

小 学 校 中 学 校

支 ′援 内 容 n=8 n=5

指導等 についての助言指導

教材教具の貸 し出 し

研 修 会

進 路 相 談

そ の 他

6(75.0)

1(12.5)

6(50.0)

2(25.0)

1(12.5)

2(40.0)

1(20.0)

2(40.0)

2(40.0)

o(0.0)

蓑6-1 学校外の機関による支援 小n-105 中n-38(障害によるSEN児在籍有) 〔校 (%)〕

支援の内容

機関名

相談 研修会等 教材･教具の貸し出し その他

小 中 小 中 小 中 小 中

特殊教育地域センター 23(21.9) 2(5.3) 13(12.4) 1(2.6) 4(3.8)

県総合教育センター 23(21.9) 3(7.9) 4(3.8)

市町村教委育委員会 25(23.8) 7(18.5) 8(7.6)

県教育委員会 12(ll.5) 2(5.3) 8(7.6)

教育事務所 12(ll.5) 3(7.9) 4(3.8)

医療関係機関 20(18.1) 4(10.6) 4(3.8)

福祉関係機関 19(18.1) 7(5.3) 2(1.9)

o(0.0) 18(17.1)

1(2.6) 2(1.9)

o(0.0) o(0.0)

3(7.9) 2(1.9)

o(0.0) 2(1.9)

o(0.0) 2(1.9)

o(0.0) 1(1.0) 0(0.0)

2(5.2) 0(0.0) 0(0.0)

1(2.6) 1 (1.0) 1(2.6)

o(0.0) o(0.0) o(0.0)

o(0.0) o(0.0) o(0.0)

o(0.0) 1(1.0) 0(0.0)
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表6-2 学校外の機関による支援 小n-103 中n-58(回答母数は障害以外のSEN児在籍有) 〔校(%)〕

支援の内容 相談

小 中

研修会等

小 中

機関名

県総合教育センター

市町村教育委員会

県教育委員会

教育事務所

児童相談所

医療関係機関

福祉関係機関

29(28.2) 14 (24.1)

19(18.4) 13(22.4)

ll(10.7) 7(12.1)

8(7.8) 7(12.1)

15(14.6) 10(17.3)

16(15.6) 13(22.4)

16(15.6) 13(22.4)

教材 ･教具の貸
し出し

小 中 小 中

17(16.5) 12(20.7) 4(3.9) 3(5.1)

15(14.6) 5(8.6) 3(2.9) 2(3.4)

10(9.7) 7(12.0) 1(1.0) 2(3.4)

8(7.8) 6(10.3)

5(4.9) 4(6.9)

7(6.8) 4(6.9)

5(4.9) 3(5.1)

表7 国際的動向に対する意識

選択肢

1(1.0) 2(3.4)

1(1.0) 2(3.4)

1(1.0) 1(1.7)

o(0.0) o(0.0)

o(0.0) 1(1.7)

o(0.0) o(0.0)

o(0.0) o(0.0)

o(0.0) o(0.0)

o(0.0) o(0.0)

1(1.0) 1(1.7) 0(0.0) 0(0.0)

〔校 (%)〕

通常学級 障害児学級等* 通常学級 障害児学級

n=181 n=177 n=77 n=54

賛成 137(75.7)

どちらともいえない 28(15.5)

反対 4(2.2)

無回答 12(6.6)

131(74.0) 54(70.1) 30(55.6)

25(14.1) 17(22.1) 18(33.3)

15(8.5) 5(6.5) 2(3.7)

6(3.4) 1(1.3) 4(7.4)

*小学校･障害児学級等の回答母数は､障害児学級と通級指導教室を合わせたもの｡

表8 通常学級に必要な条件整備 〔校 (%)〕

､通常学級 障害児学級等*

通常学級支援の条件 n=137 n=131

TTによる指導や複数担任制
教師の理解啓発 ･実践的対応力の育成

通常学級の少人数化

児童生徒の理解啓発 (交流や障害児理解教育等)

学校内のバリアフリー化の促進

通級指導教室の機能拡充 ･対象の拡大

重度障害児学級の設置

障害児学級への専門性のある教員の設置

盲 ･聾 ･養護学校による巡回指導

必要に応じた医療 ･福祉機関との連携

127(92.7)

105(76.6)

107(78.1)

103(75.2)

100(73.0)

76(55.4)

60(43.8)

126(92.0)

63(46.0)

101(73.7)

通常学級 障害児学級

n=54 n=30

109(83.2) 46(85.2)

70(53.4) 30(55.5)

83(63.4) 45(83.3)

100(76.3) 35(64.8) 23(76.7)

89(67.9) 34(62.9)

59(45.0) 15(27.8)

43(32.8) 19(35.2)

112(85.5) 42(77.7)

53(40.5) 15(27.8)

109(83.2) 34(62.9)

18(60.0)

13(43.3)

15(50.0)

26(86.7)

ll(36.6)

13(43.3)

*小学校の障害児学級等の回答母数は.節宮児学級と通級指導教室を合わせたものである｡
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していることが影響を及ぼしていると考えられる｡行わ

れている支援は,｢相談｣であるが,｢県総合教育センタ

ー｣による ｢研修会等｣の実施率も2割前後となってい

る｡支援の実施率が高い機関は,県総合教育センターで

ある｡

4)通常学級支援に関する関係者の意識

(1)特別なニーズ教育に対する意識

｢障害者の機会均等化に関する基準規則｣(1993)やユ

ネスコによる ｢サラマンカ宣言｣(1994)には,特別なニ

ーズ教育や統合教育といった方向性が志向されている｡

そこで,本調李では,このような国際動向についての賛

否を問うたところ表7のようになった｡

国際的動向に対する意識は,全体的に,賛成であると

いう割合が高く,特別なニーズ教育及び統合教育は基本

的には支持されやすい傾向にある｡しかし,小学校と中

学校を比較すると,中学校の方が消極的な傾向が見られ

る｡ また,中学校障害児学級担任の意識に消極的な傾向

が目立っ ｡

(2)通常学級支援の条件整備

国際的動向に賛成と回答した学校について,通常学級

支援の条件整備としてどのようなものが望ましいと考え

られるかという設問の結果が表8である｡ 小学校の通常

学級の回答としては,｢TTによる指導や複数担任制｣,

｢障害児学級への専門性のある教員の配置｣,｢通常学級

の少人数化｣が多く,障害児学級 (通級含む)の回答は,

｢障害児学級への専門性のある教員の配置｣,｢TTによ

る指導や複数担任制｣,｢教師の理解啓発 ･実践的対応力

の育成｣,｢児童生徒の理解啓発｣,｢必要に応じた医療 ･

福祉機関との連携｣が多かった｡また,中学校は,通常

学級の回答は ｢TTによる指導や複数担任制｣,｢通常学

級の少人数化｣,｢障害児学級への専門性のある教員の配

置｣が多く,障害児学級の回答は ｢TTによる指導や複

数担任制｣,｢障害児学級への専門性のある教員の配置｣,

｢児童生徒の理解啓発｣が多かった｡

学校内の条件整備の中では,｢障害児学級への専門性

のある教員の配置｣が重要視されている｡それに比較す

ると,｢通級指導教室の機能拡充｣に対するニーズは低

くなっていた｡また,｢通級指導教室の機能拡充｣に対

するニーズは,特に中学校通常学級において低い｡この

結果には,本県の通級指導教室の設置が小学校のみであ

ることが影響していると考えられる｡

学校外の機関による支援に対するニーズは,小学校通

常学級,小学校障害児学級等,中学校通常学級で ｢必要

に応じた医療 ･福祉機関との連携｣が高いが,中学校障

害児学級では低くなっている｡ また,全体的に,実績の

ほとんどない ｢盲 ･聾 ･養護学校による巡回指導｣は低

くなっている｡しかし,中学校障害児学級では,進路相

談等による養護学校との関わりは多いが,巡回指導とい

う形でのニーズの低さの反映が見られる｡

4.通常学級支援の課題

特別な教育的ニーズを持っ児童生徒が在籍する通常学

級をどう支援していくかが今後の特別支援教育において

基本的な課題となる｡ ここでは通常学級支援の課題を特

別支援教育最終報告に提示されている考え方や教育的支

援システムを手がかりに検討する｡

1)通常学級の条件整備

(1)通常学級の少人数化

特別なニーズ教育の観点から通常学級の条件整備とし

て最も指摘されるのは,通常学級の少人数化である｡ 本

調査の結果 (表8)は,TTや複数担任制が上位にきて

いる｡これは本県の状況が,すでに一部を除き少人数化

傾向にあることを反映している｡ 少人数化は,｢通常教

育の諸条件が子どもにふさわしくない状態にあると,そ

れだけ多くの特別なニーズ児を生起させる7)｣ との指摘

にあるように通常教育改革の基本である｡そして,少人

数化は,SEN児への学級内支援として多 く取 り組まれ

ている担任等の ｢指導上の配慮 ･教材上の配慮 ｡授業時

間内の個別指導｣(表3)をより実質的な支援として機

能させるための条件整備である｡しかし,特別支援教育

最終報告では,この課題への本格的論及はみられない｡

(2)T･Tや複数担任制による支援

T･T (ティーム･ティーチング)による指導は,

SEN児への学級内支援として一定の取 り組みがみられ

る (表3)｡そして,T･Tや複数担任制は,通常学級支

援の条件整備として最も必要とされている (表 8)｡学

級担任一人での対応には限界があり,通常学級内での

SEN児の個別対応 (表3)を充実させるためにT･T

や複数担任制が求められている｡特別支援教育最終報告

では,｢学習障害に対する指導体制の充実事業｣の蓄積

を背景に,｢ティーム･ティーチングの活用｣が提示さ

れている｡ しかし,通常学級内に多様なニーズを持つ児

童生徒が在籍していることを考慮すれば,T･Tや複数

担任制は単に障害によるSEN児の対応だけでなく,学

級内の多様なニーズ (障害以外のSEN児を含む)に対

応し,学習環境を充実する方向で活用されなければなら

ないだろう｡

(3)巡回システムによる支援

SEN児が在籍する通常学級には,より専門的な見地

からのアドバイスや情報提供が必要となる｡ 校内の障害

児学級 ･通級指導教室担当者による通常学級支援として

｢助言指導 ･教育相談等｣及び ｢T･Tによる指導｣ も

一定の実施がみられる (表 4)｡限られた支援に終わっ

ているのは,障害児学級に専門性のある担当者が必ずし
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も配置されていないことなどの影響も大きい｡障害児学

級未設置校は,この限られた支援の機会もないのが現状

である｡ 通常学級支援としての ｢巡回指導｣のニーズは,

実績がないこともあり,限られている (表8)｡しかし,

特別支援教育最終報告では,盲 ･聾 ･養護学校は ｢これ

まで蓄積してきた教育上の経験やノウハウを活かして地

域の小 ･中学校等における教育について支援を行う｣特

別支援学校となることが期待されている｡特別支援学校

の通常学級支援は,巡画システムで実施されることにな

るだろう｡ 巡回システムでは,担任教師や保護者への相

談 ｡情報提供などの間接的支援とSEN児への直接的支

援が考えられる｡

2)校内支援体制の整備

(1)_校内委員会の設置

SEN児への校内支援体制は,｢職員会議｣が校内の組

織的な対応の中心となっている｡それ以外で,障害関係

では ｢校内就学指導委員会｣が多いが,不登校等の障害

以外では ｢他の委員会の設置等 ･全校体制での研修｣が

幾分多い傾向がみられる (表 2)｡SEN児への個別的 ･

具体的対応 ｡支援を検討するには,それを目的とした

｢校内 (特別支援)委員会｣を設置し,学校組織として

支援していくことが望まれる｡ この校内委員会設置の有

効性は,｢学習障害に対する指導体制の充実事業｣の実

践からも報告されている｡ 特別支援教育最終報告は,節

たな支援システムとして ｢特別支援教育コ-ディネイク

ー｣を置くこと,｢個別の教育支援計画｣の策定を提案

している｡ 校内委員会は,特別支援教育コーディネイク

ーがリードし,個別の教育支援計画を策定していく組織

となることが期待される｡ また,この新たなシステムは,

障害以外のSEN児にとっても有効な支援であると考え

ると,校内委員会は障害に限定しない組織であることが

通常学校において現実的対応であろう｡ そのことが,全

校職員の課題共有にもつながるだろう｡

(2)専門性のある教師の確保

障害児学級 ･通級指導教室の担当者による｢助言指導 ｡

教育相談｣は,一定の実施がみられる (表 4)｡ また,

通常学級支援の条件として,｢障害児学級へ専門性のあ

る教員の配置｣を要望する声がきわめて大きい (表8)0

ここには障害児学級に必ずしも専門性のある教師が配置

されていない現実がある｡ 特別支援教育最終報告は,障

害児学級と通級指導教室を特別支援教室に転換すること

を提案している｡ 特別支援教室は通常学級に在籍する

SEN児がニーズに応じて通級するシステムであるが,

その担当者には①多様な通級児への指導 ･支援,②通常

学級への直接的 ･間接的支援,さらに,場合によっては

③特別支援教育コ-ディネイクーとなることも期待され

るだろう｡ その意味で,特別支援教室担当者は,従来以

上にその専門性 (多様な障害理解と指導 ｡支援の力量,

コーディネイトする力等)が必要･とされ,期待される｡

故に,特別支援教室に専門性のある教師を確保 ｡配置す

ることが学校としての組織的対応の必要条件となるだろ

う｡ しかし,特別支援教室構想には限界を指摘する声も

ある8)｡それは障害の種類 o程度の多様な障害児のニー

ズが通級システムだけで対応できるか (対応する教師の

力量も含めて),教育的サービスの質的低下につながら

ないかという問題である｡

3)外部関係機関の支援

(1)特別支援学校の支援

盲 ｡聾 ･養護学校 (特別支援学校)の通常学級支援は,

設置主体の違いなどからごく限られている (表 5)｡ま

た,小 ｡中学校学校関係者の連携意識も現状では限られ

ている (表8)｡しかし,特別支援教育最終報告は,盲 ｡

聾 ｡養護学校を ｢地域の特別支援教育のセンター的機能

を有する｣特別支援学校へ転換し,小 o中学校を支援し

ていく役割も期待している9)｡秋田県で現在取り組まれ

-ている ｢特殊教育学校センター的機能充実事業｣でも相

談 ･巡回 ･研修などの活動により小 ｡中学校を支援する

センター的機能が試行されている｡ センター的機能の試

行のなかで,特別支援学校としての専門性が改めて問わ

れることになるが,その専門性を吟味し,質的に高める

機会となることが期待される｡特に,今後小 ･中学校で

の ｢個別の教育支援計画｣策定への支援も大きな役割と

なろう｡

(2)医療 ｡福祉機関等の支援

医療 ｡福祉等の外部関係機関の支援は,障害の有無に

かかわらずきわめて限られている (表6-1｡2)｡ このよ

うな外部関係機関は,保護者が個人的に利用することも

多いこと (学校と保護者が問題を共有しきれていないこ

とも含め)が,限られた数値になっていると推測される｡

しかし,｢医療 ｡福祉機関等との連携｣を要望する声は,

小学校を中心に大きい (表8)｡特別支援教育最終報告

で提案されている ｢個別の教育支援計画｣では,医療 ･

福祉 ｡労働等の内容も必要に応じて盛込むことになって
iiI

いる｡この個別の教育支援計画の策定は,関係機関の必

要性と連携を意識させ,支援の共通理解と役割分担によ

る ｢総合的な支援｣を促すことになるだろう｡

(3)重層的なネットワークによる支援

特別支援教育最終報告は,｢質の高い教育支援を支え

るネットワーク｣として,教育 ｡福祉 ｡医療等の関係機

関が連携する ｢広域特別支援連携協議会等｣の設置を提

案している｡ これは都道府県レベルの部局横断型の組織

であるが,このようなネットワークとともに,個別の小･

中学校を支援していくにはより地域に密着したネットワ

ークが必要となる｡秋田県を例にすれば,組織レベルの
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役割の異 なる①県 レベルの広域特別支援連携協議会組織,

②県北 ･県央 ･県南の教育事務所 レベルの組織,③障害

保健福祉圏域 (8圏域)等 レベルの組織などが必要 とな

ろう｡ 外部関係機関の支援 は, このように重層的にネッ

トワーク化することにより,個々の小 ･中学校を一貫 し

て支援することができ,特別支援学校が地域のセ ンター

としての役割を担 うことがで きるだろう｡

4)最後に

今年度の秋田県の特別支援教育 に関する取 り組みはo),

①特別支援教育推進体制 モデル事業 (文部科学省委嘱),

②特殊教育学校のセ ンター的機能充実事業,③障害児指

導支援事業が主な事業である｡ ① は県内を 3つの推進地

域 (教育事務所単位) に分 け,｢専門家 ･支援 チーム｣

を組織 し,小 ･中学校を支援｡(塾は特殊教育学校による

相談 ･巡回 ･研修の活動 によりセ ンター的機能の試行｡

③ は障害児の在籍する通常学級へ非常勤の支援者を派遣｡

その外に,相談会 ･理解啓発活動 (推進 フォーラム,パ

ンフレット配布) ･研修 (コーデ ィネイクー養成 ･特別

支援教育セ ミナ-等)などの事業が実施 され,本県にお

いて も急激 に特別支援教育 としての小 ･中学校支援が本

格化 している｡ このよ うな取 り組みにより,数年内に本

調査の結果 とは異 なる状況を形成することが期待される｡

*本稿の調査 にあたっては,秋田県教育庁の藤井慶博指

導主事 に大変お世話 になりました｡ ここに記 して感謝致
I

します｡

注 ･文献

1)インテグレーションは,障害のある子どもが通常学校に就

学することや障害のない子どもたちと関係を持ちながら教

育を受けることであり,必ずしもニーズに応じた支援は伴

わない ｡インクルージョンは,特別な教育的ニーズを持っ

すべての子ども (障害の有無にかかわらず)が通常学校で

教育的ニーズに応じた特別な支援のもとで教育を受けるこ

とであり,通常教育と障害児教育を統一した学校システム

である｡同様に,特別なニーズ教育は特別な教育的ニーズ

にもとづく教育であり,障害の有無にかかわらずニーズに

応じた教育的サービスと関連諸サービスを同時に提供する

教育である｡インクルージョン及び特別なニーズ教育は,

通常教育改革の性格を持っ｡

2)障害児教育改革の組織的研究として,日本特殊教育学会障

害児教育システム研究委員会 (2000)による ｢特別教育の

研究と構想｣(田研出版)があげられる｡諸外国の研究 ･

国内の諸調査に基づき,特別なニーズ教育の観点から改革

構想が報告されている｡

3)21世紀の特殊教育の在 り方に関する調査研究協力者会議

(2001)｢21世紀の特殊教育の在り方について｣(最終報告),

文部科学省,平成13年 1月15日

4)学校教育法施行令の改正 (2002.4)により,盲 ･聾 ･養護

学校対象の児童生徒でも就学のための環境が整えば,｢認

定就学者｣として小学校 ･中学校に就学することが可能と

なった (第五条)｡

5)今後の特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議

(2003)｢今後の特別支援教育の在り方について｣(最終報

告),文部科学省,平成15年3月28日

6)｢特別支援教育｣は国際的動向である ｢特別なニーズ教育｣

.を意識しているが,あくまで ｢障害｣に限定しているため

特別なニーズ教育の国際的理解とは異なる｡

7)清水貞夫 (2002)｢通常学級在籍の特別なニーズ児に対す

る教育保障｣,特別なニ-ズ教育とインテグレーション学

会編 『特別なニーズと教育改革』クリエイツかもがわ

8)清水貞夫 (2003)｢『特別支援教育』と通常学校での障害児

教育｣,清水貞夫ほか編 ｢通常学校の障害児教育｣,クリエ

イツかもがわ

9)秋田県立聾学校 (秋田市)は今年度より県北 ･県南にサテ

ライト教室を設置し,そこを拠点に通常学級で学ぶ聴覚障

害児の支援を展開している｡

10)藤井慶博 (2003)｢教育行政の立場か ら｣ ,秋田 LD･

ADHD研究会 ｢秋田LD･ADHD研究会シンポジウム資

料｣

-72-

Akita University




